
ユニ・チャームの高原でございます。
本日はご多忙のおり、ユニ・チャーム株式会社 2023年12月期第2四半期決算説明会
に、ご参加を賜りまして、誠にありがとうございます。

早速ではございますが、
内容の説明に入らさせていただきます。
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最初に、2023年12月期第2四半期決算の概要でございます。
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資料3ページをご覧ください。
こちらが2023年12月期第2四半期決算の総括になります。
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資料の４ページをご覧下さい。
連結決算のハイライトでございます。

2023年12月期第2四半期決算の業績については、売上高4,539億円、7.7％増収となり、
第2四半期累計期間として7年連続で過去最高を更新し、コア営業利益も過去最高水
準で587億円、6.0%増益となりました。当第2四半期では、ドル高、現地通貨安の影響も
重なり原材料費が更に上昇し、また、エネルギーの上昇などにより、原価へのネガティ
ブなインパクトがありましたが、付加価値を付けた商品で価値を高めた価値転嫁を進
めたことなどで粗利率は第1四半期よりも更に改善させ、結果コア営業利益率は12.9％
となりました。
連結業績予想については、表の右端にある様に、売上高から親会社の所有者に帰属
する当期利益までの全項目の進捗は想定線で推移しています。
業績並びに業績予想進捗の詳細について、次ページ以降でご説明いたします。
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資料の５ページをご覧下さい。
四半期別の業績推移でございます。

当社が扱う商品は生活必需品であり、継続的に価値転嫁を進めながら安定した
売上成長ができており、当四半期も第2四半期としては過去最高となりました。
また、当四半期は更なる原材料費などのコスト上昇があり、厳しい環境下では
ありましたが、価値転嫁の推進などにより、粗利率が改善しコア営業利益は高
い利益水準となりました。
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資料の6ページをご覧下さい。
次に、コア営業利益の増減でございます。

販売管理費については、売上高比率としては0.8P改善しましたが、増収に伴い増加し
た費用の部分もあり、販管費全体では約42億円増加しました。

その中では、『広告費』が11億円増加しました。これは価値転嫁を浸透させる過程にお
いて、インドネシアや中国、北米ペットケアなどで更なるブランド認知向上の広告投下
を実施したことが主な要因となります。

次に、『その他』の費用項目で37億円増加しているのは、人件費、研究開発費、市場調
査費、業務委託費等、旅費交通費などがその要因でございます。

一方、『物流費』については、売上高比率が0.7P改善したことで減少しております。中で
も日本における価値転嫁の浸透による単価アップやインドネシアにおいても価値転嫁
が浸透し物流費率が改善しました。

次に粗利益に関する項目では、『原材料関連』は、昨年に引き続き更なる原材料単価
の上昇で粗利益が約125億円減少となりました。

これを吸収するにあたり、継続的な付加価値商品の展開によって価値を上げ、日本や
インド、インドネシア、ブラジルなどで価値転嫁が浸透し『原材料関連』費用を吸収でき
ました。
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資料の7ページをご覧下さい。
次に所在地別セグメント情報でございます。

まず日本におきましては、
売上高は4.2％増収、7.8%増益となり、コア営業利益率は、円安に伴う原材料価格高騰
の影響などもありましたが、価値転嫁が浸透した結果0.6P改善し18.5%となりました。
昨年と比較し円安が進み更なる原材料費などのコスト上昇の影響や、COVID-19 が感
染法上、5類へ引き下げられたことから、マスクの売り場が縮小し業績の減退はありま
したが、昨年から継続している、ペットケア、ベビーケア、ウェルネスケアなどで予定ど
おり価値転嫁を進めたことによって増益となりました。なかでもペットケアが10%台後半
の増収、ベビーケアは1桁なかばの増収、またマスクを除いたウェルネスケアは1桁後
半の成長で日本を牽引しました。

次にアジア地域についてです。
アジア地域におきましては、
売上高は8.9％増収、コア営業利益は0.1%減益、コア営業利益率は10.3％となりました。

アジア主要国においても、更なる原材料価格の高騰の影響を受けるなか、ほぼ予定ど
おりの価値転嫁を進めた結果、売上伸長は改善したものの若干減益となりました。

第1四半期ではインド以外の主要国は減益でありましたが、第2四半期では、タイ以外
は増益となり、アジア全体としては改善傾向となりましたが、そのタイについては、特に
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難しい状況にあるのがベビーケアです。

第1四半期と同様に、ベビーケア市場における出生数減少と一部の競争要因が関連し
たダウントレードからの市場縮小が業績に大きく影響しました。また、タイでは価格改定
の際は認可を取得する必要があり、その認可が遅れたことも影響しましたが、第1四半
期よりは改善傾向となりました。そして、成長市場であるフェミニンケアやウェルネスケ
アなどでは、ブランド力向上の為に積極的な広告投下を実施したことも減益に影響して
おりますが、それぞれトップラインは順調に成長しました。

一方、

中国については、フェミニンケアが第1四半期に流通在庫が減少したこともあり、今後の
COVID-19再拡大に備え、4-6月はリニューアル商品などの出荷が大きく進捗しました。
フェミニンケアの４－６月は約３割の増収、６割の増益と非常に好調でした。上期は７％
増収と６％減益とV字回復はしているものの、上期では減益となりました。

また構造改革を進めているベビーケアについては、中国産プレミアム品を19％成長させ
ながら収益面も改善し、赤字縮小することができました。

その他のアジアでは、インド、インドネシアにおける価値転嫁が順調に進み、力強いトッ
プライン成長ができました。

最後に、その他地域につきましては、
売上高は11.0％増収、コア営業利益は17.1%増益となり、コア営業利益率は0.5P改善し
9.6％となりました。

これを牽引したのは、ブラジルと北米ペットケアでございます。

ブラジルについては、原材料価格高騰の影響やレアル安のなか、ベビーケアを中心に
価値転嫁を進めトップラインの高成長が継続し黒字が定着しました。

北米のペットケアについては、4-6月は3月のCOVID-19支援金の停止によって買い控え
が発生、また流通在庫の調整などによって一時的に成長は鈍化しました。その結果1%
増収となり収益性は改善しました。7月以降は、需要が回復しており、引き続き、昨年か
らの猫おやつなどの価値転嫁商品が好調に推移しております。
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資料の8ページをご覧下さい。
所在地別のコア営業利益率推移グラフです。

当四半期も、原材料価格高騰の影響は受けておりますが、粗利率は昨年4Qを底に価

値転嫁が日本を中心に進み改善しております。その結果、コア営業利益率も同期比較
では改善が着実に進んでおります。

下期も、継続した付加価値商品展開の浸透・拡大や、原価安メリットなどにより、今期
は第1四半期を底にコア営業利益率の改善が進むことを見込んでおります。
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資料の9ページをご覧下さい。
海外売上高比率のグラフです。
構成比としては、海外が67.5%となり、アジアが約半分となりました。
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資料の10ページをご覧下さい。
事業別セグメント情報でございます。

パーソナルケアの増収減益については、

先程、所在地別の中でも述べましたように、各地での原材料価格高騰の影響や、タイ
のベビーケア市場縮小に起因する減収、日本におけるマスク業績の減退などがありま
したが、日本、インド、インドネシアなどにおいて、価値転嫁などが順調に進んだことで
、全カテゴリーが増収となり、ほぼ吸収できました。

ペットケアについては、増収増益となりました。内容については、こちらも先程触れまし
たように、日本が価値転嫁を浸透させたことで、原材料高騰の影響を吸収し大幅な増
収増益となり業績を牽引しました。
また引き続き北米が増収増益となりました。

その他では、中国や東南アジアでも積極的に費用を投下し事業拡大の準備を進めて
おりますので費用が先行しております。
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資料の11ページをご覧下さい。
各通貨の為替変動による影響でございます。

各通貨のレート変動によりまして、
決算レートにおける財務諸表の換算の影響は、
売上高は、対2022年度2Q比で約137億円の増収効果がありました。
またコア営業利益につきましては、約17億円の増益効果がありました。
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次に2023年12月期の業績予想進捗の概要についてご説明いたします。
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資料13ページをご覧ください。
連結業績予想進捗サマリーでございます。

第2四半期業績は想定線でありましたので、売上高、コア営業利益などは当初
予想から変更ございません。

第3四半期以降のコア営業利益の推移としましては、価値転嫁の浸透が進み、また下
期の原材料関連コストが想定以上のメリットを見込めることから、上期以上の増益を達
成する見込みです。

原材料関連のコストが想定以上のメリットというのは、約50億円あります。価値
転嫁の浸透を進め50億円当初から未達成となりますが、原材料メリットがオフセ
ットすると見込んでいます。

未達成の要因は、マスクとタイです。そして低収益のベビーケアが堅調であった
ことなどにより、マージンミックスが悪化した部分が約50億円です。

第2四半期のトピックスについては、ご覧のとおりでございます。
日本のペットケア、ベビーケア価値転嫁が順調に浸透し、またインド、インドネシ
アなどでも浸透拡大したことで、結果的に、それぞれ業績が上振れにより、マス
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クやタイの進捗遅れを吸収する見込みです。

それを受け、業績予想達成に向けては、
下期における、各国、地域での価値転嫁の浸透を上期同様、確実に実践するな
かで、上期と比較しコスト負担が緩和いたしますので、トップラインが下がらなけ
ればコストの減少を粗利益の増加に反映することができる構造となっています。
外部環境に注視し、景気の変動や消費者の購買変容等を常に注視してまいりま
す。
商品の価格や数量の動向は今のところネガティブな影響は出ていないので、必
需品であるという特徴が出ていることから下期も予算を変更せずに行けると考え
ています。

個別には、日本のペットケア、ベビーケアなどの価値転嫁による持続的な成長と、
これまで課題となっていた中国ベビーケアについては、引き続き中国産プレミア
ム品の拡大で予定どおり黒字転換させることが経営の責任と考えています。
既に中国産プレミアム品は一部上市を開始しているので、黒字転換できると考え
ています。

中国フェミニンケアについては、下期に予定されているリニューアル商品による
更なるプレミアム化の促進で流通からの評価も良いので予定どおりの着地を見
込んでおります。
一般的に中国経済の成長鈍化影響の心配を懸念するところはありますが、必ず
しもプラスではないものの、今のところ影響はありません。これは生活用品、日用
必需品であるという特徴が活きています。
またタイでは、ベビーケアが足踏みしましたが、引き続き、成長市場であるフェミ
ニンケアとウェルネスケアではボリューム的にも成長は堅調なので、市場創造に
よる成長によって事業ミックスを改善していきます。

13



資料14ページをご覧ください。
2023年12月期の連結業績予想のハイライトでございます。

売上で7.3％の増収、営業利益で17.9％の増益を当初計画通り見込んでいます。
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次に株主還元政策についてご説明いたします。
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資料の16ページをご覧下さい。

当社の株主還元政策については、継続的な成長を実現するための事業投資を優先し
ながら、配当については、中長期的な連結業績の成長に基づき、安定的かつ継続的な
配当を実施し、また、自己株式の取得に関しても必要に応じて機動的に実施すること
で、2023年度も総還元性向50％の利益還元を計画しております。
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資料の17ページをご覧下さい。

1株当たり配当金についてですが

2023年度 第2四半期末1株あたりの配当金は1円増配の20円を予定どおり決議いたし
ました。

また期末1株あたり配当金についても1円増配の20円を実施する予定でございます。
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資料の18ページをご覧下さい。
自己株式の取得の推移でございます。

2023年度も、2月の取締役会で、上限取得価額170億円 上限390万株の取得を決議し
、6月末までに、100億円（1,864千株）を取得しました。

残りについても機動的に自己株式を取得してまいりたいと思います。

今後も、安定的かつ継続的な配当と自己株式取得を合わせて実施し、株主の皆さまへ
の利益還元を重要な経営方針のひとつと考え、持続的なキャッシュ・フローの創出によ
る企業価値の向上に努めてまいります。
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資料の19ページ以降、こちらも、これまでご説明させていただいてきた、中長期ESG目
標についての取り組み状況の進捗についてですが、時間の関係上、説明は割愛させ
ていただきます。

以上で2023年12月期第2四半期の決算説明を終了いたします。
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